
令和８年度

邑南町水道事業会計予算

邑南町水道課





　（総　則）

第１条 令和８年度邑南町水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

件

㎥

2,383 ㎥

主要な建設改良事業

千円

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第 1 款 千円

第 1 項 千円

第 ２ 項 千円

第 １ 款 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

第 ３ 項 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条

第 １ 款 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

第 ３ 項 千円

第 １ 款 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

支　　　　　　　　　　　出

資 本 的 支 出 495,627

建 設 改 良 費 267,625

企 業 債 償 還 金 228,002

他 会 計 補 助 金 104,499

不足する額158,297千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額18,378千円、過年度分

損益勘定留保資金54,847千円及び当年度分損益勘定留保資金85,072千円で補填するものとする。）。

収　　　　　　　　　　　入

資 本 的 収 入 337,330

企 業 債 180,900

国 庫 補 助 金 51,931

営 業 費 用 382,736

営 業 外 費 用 30,722

予 備 費 500

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

水 道 事 業 収 益 377,906

営 業 収 益 212,759

営 業 外 収 益 165,147

支　　　　　　　　　　　出

水 道 事 業 費 用 413,958

(3) 一 日 平 均 給 水 量

(4)

水道施設整備事業 264,148

収　　　　　　　　　　　入

令 和 ８ 年 度 邑 南 町 水 道 事 業 会 計 予 算

(1) 給 水 件 数 4,104

(2) 年 間 総 給 水 量 869,746
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　 (企業債）

第５条

千円 年　　％以内

　（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)　営業費用及び営業外費用の間の流用（消費税及び地方消費税に不足が生じた場合）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条

(1)　職員給与費

　（他会計からの補助金）

第９条 水道事業健全財政運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、12,531千円である。

　（たな卸資産の購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、3,000千円と定める。

邑南町長 大屋　光宏

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

 　政府資金については、その融資条

180,900 普通貸借 ５．０  件により、銀行その他の場合には、

 その債権者と協定するものとする。

又　は  　ただし、財政の都合により据置

 期間及び償還期間を短縮し、もしく

令和８年３月３日 提出

水道施設整備事業

（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率の見直
しを行った
後において
は当該見直
し後の利
率）

証書借入  は繰上償還、又は低利債に借換える

 ことができる。

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

63,585 千円
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邑南町水道事業会計

予算に関する説明書





（単位：千円）

1 水 道 事 業 収 益 377,906

1 営 業 収 益 212,759

1 給 水 収 益 211,912 水道料金

2 その他営業収益 847

手数料 55

水道加入金 792

2 営 業 外 収 益 165,147

1 他 会 計 補 助 金 93,765 他会計補助金

2 長期前受金戻入 71,379

国県補助金戻入 43,624

他会計補助金戻入 27,353

工事負担金戻入 402

3 雑 収 益 3

（単位：千円）

1 水 道 事 業 費 用 413,958

1 営 業 費 用 382,736 営業活動に要する費用

1 原水及び浄水費 59,412

給料 10,700

手当 4,629

賞与等引当金
繰入額

1,906

法定福利費 3,200

報償費 332

備消品費 88

燃料費 94

光熱水費 222

通信運搬費 387

委託料 3,135

手数料 12,190

賃借料 467

修繕費 1,536

動力費 17,520

浄水池等の維持管理等に要す
る費用

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　考

営業活動から生ずる収益

行政財産使用料

支　　　　　　　　　　　出

令 和 ８ 年 度 邑 南 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　考
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薬品費 2,777

保険料 219

公課費 10

2 配水及び給水費 36,341

給料 6,551

手当 2,836

賞与等引当金
繰入額

1,167

法定福利費 1,959

備消品費 20

光熱水費 534

通信運搬費 555

委託料 7,149

手数料 33

賃借料 147

修繕費 2,530

工事請負費 5,929

路面復旧費 2,200

動力費 2,340

材料費 2,333

保険料 58

3 総 係 費 31,868 その他に要する費用

給料 4,586

手当 3,611

賞与等引当金
繰入額

817

報酬 173

法定福利費 1,483

旅費 133

退職手当組合
負担金

4,633

備消品費 604

燃料費 765

印刷製本費 136

通信運搬費 594

委託料 8,470

手数料 594

賃借料 5,091

負担金 169

貸倒引当金
繰入額

9

配水池等の維持管理等に要す
る費用

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　考
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4 減 価 償 却 費 250,093

有形固定資産
減価償却費

235,129

無形固定資産
減価償却費

14,964

5 資 産 減 耗 費 5,022

2 営 業 外 費 用 30,722

1
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

26,091

企業債利息 25,998

リース利息 93

2
消費税及び地方消費

税 4,000

3 雑 支 出 631

3 予 備 費 500

1 予 備 費 500 予備費

固定資産除却費

消費税及び地方消費税

飲料水供給施設維持管理費

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　考
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（単位：千円）

1 資 本 的 収 入 337,330

1 企 業 債 180,900

1 企 業 債 180,900 企業債

2 国 庫 補 助 金 51,931

1 国 庫 補 助 金 51,931 国庫補助金

3 他 会 計 補 助 金 104,499

1 他 会 計 補 助 金 104,499 他会計補助金

（単位：千円）

1 資 本 的 支 出 495,627

1 建 設 改 良 費 267,625

1 水道施設整備費 264,148

給料 8,436

手当 4,158

法定福利費 2,684

1,102

677

139

34,245

1,100

賃借料 1,684

工事請負費 198,692

66

建設利息 11,165

2 固定資産購入費 2,661 有形固定資産購入費

3 リース資産購入費 816 リース資産購入費

2 企 業 債 償 還 金 228,002

1 企 業 債 償 還 金 228,002 企業債償還金

委託料

手数料

保険料

備消品費

燃料費

印刷製本費

支　　　　　　　　　　　出

       款 　　   項 目 予　　定　　額 備　　　　　考

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款 　　   項 目 予　　定　　額 備　　　　　考
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(単位：円)

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 43,624,276

減価償却費 250,089,655

資産減耗費 5,021,486

賞与等引当金の増減額(△は減少) 352,867

貸倒引当金の増減額(△は減少) 8,428

長期前受金戻入額 △ 71,381,141

支払利息 26,089,909

未収金の増減額(△は増加) 12,485,000

未払金の増減額(△は減少) 18,900,000

小計 197,941,928

利息の支払額 △ 26,089,909

    業務活動によるキャッシュ・フロー 171,852,019

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 360,768,742

国庫補助金による収入 66,741,818

95,000,000

    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 199,026,924

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 275,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 228,001,011

リース債務の返済による支出 △ 815,870

    財務活動によるキャッシュ・フロー 46,183,119

　資金増加額 19,008,214

　資金期首残高 239,444,637

　資金期末残高 258,452,851

令和８年度 邑南町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

他会計からの繰入金による収入
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給与費明細書

１　総括
（単位：千円）

特別職(人） 一般職(人) 報　酬 給　料 手　当 計

本年度 9 8(1) 173 30,273 18,278 48,724 14,861 63,585

前年度 9 8(1) 173 28,083 18,075 46,331 13,464 59,795

比　較 0 0(0) 0 2,190 203 2,393 1,397 3,790

　*　職員数欄の（）内は、短時間勤務職員数について外書き

　*　手当・法定福利費に引当金繰入額を含む

区　分 扶　養 通　勤 管理職 住　居 時間外勤務 期　末 勤　勉 特殊勤務

本年度 1,685 778 260 379 1,600 7,320 5,812 444

前年度 2,030 1,025 260 560 1,600 6,817 5,339 444

比　較 △ 345 △ 247 0 △ 181 0 503 473 0

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

特別職(人） 一般職(人) 報　酬 給　料 手　当 計

本年度 9 8(1) 173 30,091 18,278 48,542 14,861 63,403

前年度 9 8(1) 173 27,921 18,075 46,169 13,464 59,633

比　較 0 0(0) 0 27,823 203 2,373 1,397 3,770

区　分 扶　養 通　勤 管理職 住　居 時間外勤務 期　末 勤　勉 特殊勤務

本年度 1,685 778 260 379 1,600 7,320 5,812 444

前年度 2,030 1,025 260 560 1,600 6,817 5,339 444

比　較 △ 345 △ 247 0 △ 181 0 503 473 0

　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

特別職(人） 一般職(人) 報　酬 給　料 手　当 計

本年度 0 0(1) 0 182 0 182 0 182

前年度 0 0(1) 0 162 0 162 0 162

比　較 0 0(0) 0 20 0 20 0 20

　

区　分 扶　養 通　勤 管理職 住　居 時間外勤務 期　末 勤　勉 特殊勤務

本年度

前年度

比　較

２　給料及び手当の増減額の明細
（単位：千円）

区  分 備　考

2,190

203

給　料 2,190

手　当 203
制度改正に伴う増減分

その他の増減分

区　分 法定福利費 合　計

手当の内訳

区　分 法定福利費 合　計

手当の内訳

区　分 法定福利費 合　計

手当の内訳

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

職　員　数 給　与　費

　*　職員数欄の（）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時

     勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

増減額 増減事由別明細 説　明

職　員　数 給　与　費

職　員　数 給　与　費

　*　職員数欄の（）内は、短時間勤務職員数について外書き
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３　給料及び手当の状況

ア．職員一人当りの給与 （単位：円、歳）

行（一） 行（二）

令和8年 平均給料月額 339,350

4月1日現在 平均給与月額 407,425

平均年齢 49.25

令和7年 平均給料月額 316,571

4月1日現在 平均給与月額 369,640

平均年齢 44.00

イ．初任給 （単位：円）

一般職 技能労務職

行（一） 行（二） 行（一） 行（二）

200,300 200,300

232,000 232,000

ウ．級別職員数 （単位：人、％）

職員数 構成比 職員数 構成比

7級 0.0

6級 3 37.5

5級 1 12.5

令和8年 4級 1 12.5

4月1日現在 3級 2 25.0

2級 0.0

1級 1 12.5

計 8 100.0 0

7級 0.0

6級 1 12.5

5級 2 25.0

令和7年 4級 0.0

4月1日現在 3級 3 37.5

2級 1 12.5

1級 1 12.5

計 8 100.0 0

（級別の標準的な職務内容）
区分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

統括課長 課長 課長補佐 係長 主任 主任主事 主事

主査 主任専門員 主任技師 技師

管理監

一般職
行（一）

区　分

国の制度

高校卒

大学卒

一般職　行（一） 一般職　行（二）

区　分

区分 級

- 7 -



エ．昇給 （単位：人、％）

統括
課長等

課長等
課長
補佐等

係長等 主任等
主任
主事等

主事等
その
他

8 1 3 2 1 1

8 0 1 3 0 2 1 0 1

0号給 2 1 1

1号給 0

2号給 1 1

3号給 0

4号給 5 1 1 2 1

6号給 0

8号給 0

100 100 100 100 100 100

8 1 2 2 1 1 1

8 0 1 2 0 2 1 1 1

0号給 1 1

1号給 0

2号給 0

3号給 0

4号給 7 1 2 2 1 1

6号給 0

8号給 0

100 100 100 100 100 100 100

オ．期末手当、勤勉手当 （単位：月分）

6月(月分)

2.325 有

2.300 有

2.325 有

カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 （単位：月分）

20年
勤続
の者

24.586875

24.586875

キ．地域手当

ク．特殊勤務手当 （単位：％）

1.06

62.50

ケ．その他の手当

区　分 全職種

本
年
度 号給数別内訳

前
年
度 号給数別内訳

支給対象地域 該当なし
支給率（％）

支給対象職員数
国の制度（支給率）

代表的な職種

支給率等 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期

退職特例措置
（2～40％加算）

通勤手当 異 町で設定

区　分 合計

区　分
支給率計
（月分）

加算
措置

備　考

代表的な特殊勤務手当の名称 水道手当

区分 国の制度との異同 差異の内容
扶養手当 同
住居手当 同

支給対象職員の比率 33.33 100.00 100.00 100.00

統括課長等 課長等 課長補佐等 係長等 主任等 主任主事等 主事等 その他

給料総額に対する比率 0.53 1.83 2.14 2.07

国の制度 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期

退職特例措置
（2～40％加算）

国の制度 2.325 4.650

区　分
25年
勤続
の者

35年
勤続
の者

最高
限度

その他
加算措置

本年度 2.325 4.650

前年度 2.300 4.600

代表的な職種

職員数　a

昇給に係る職員数　b

比率　b／a

職員数　a

昇給に係る職員数　b

比率　b／a

支給期別支給率

12月(月分)
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(単位：円)

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1  固     定     資     産

(1)有 形 固 定 資 産

イ 土 地 44,736,349

ロ 建 物 470,588,699

減 価 償 却 累 計 額 △ 223,896,249 246,692,450

ハ 構 築 物 10,172,082,396

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,802,098,196 4,369,984,200

ニ 機 械 及 び 装 置 2,778,945,791

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,269,914,796 509,030,995

ホ 車 両 運 搬 具 2,968,852

減 価 償 却 累 計 額 △ 954,590 2,014,262

へ 工具･器具及び備品 10,526,210

減 価 償 却 累 計 額 △ 434,803 10,091,407

ト リ ー ス 資 産 3,700,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 832,500 2,867,500

チ 建 設 仮 勘 定 597,590,742

有 形 固 定 資 産 合 計 5,783,007,905

(2)無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ ェ ア 59,852,487

無 形 固 定 資 産 合 計 59,852,487

固  定  資  産  合  計 5,842,860,392

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 258,452,851

(2) 未 収 金 23,000,000

貸 倒 引 当 金 △ 104,478 22,895,522

流  動  資  産  合  計 281,348,373

資    産    合    計 6,124,208,765

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 2,188,467,485 2,188,467,485

(2) リ ー ス 債 務 1,033,715

固  定  負  債  合  計 2,189,501,200

4  流     動     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 189,517,001 189,517,001

(2) リ ー ス 債 務 848,819

(3) 未 払 金 140,000,000

(4) 引 当 金

イ 賞 与 等 引 当 金 5,266,003

引  当  金  合  計 5,266,003

(5) 預 り 金 1,400,000

流  動  負  債  合  計 337,031,823

5  繰     延     収     益

(1) 長 期 前 受 金 3,648,917,608

収 益 化 累 計 額 △ 1,659,848,683

(2) 建設仮勘定長期前受金 160,723,939

繰  延  収  益  合  計 2,149,792,864

負    債    合    計 4,676,325,887

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

6  資      本      金

(1) 資 本 金 1,451,284,500

資   本   金   合   計 1,451,284,500

7  剰      余      金

(1)資  本  剰  余  金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 590,180

ロ 国 庫 補 助 金 71,944

資 本 剰 余 金 合 計 662,124

(2)利  益  剰  余  金

イ 当年度未処理欠損金 4,063,746

4,063,746

剰   余   金   合   計 △ 3,401,622

資    本    合    計 1,447,882,878

負  債  資  本  合  計 6,124,208,765

令和８年度 邑南町水道事業予定貸借対照表

(令和９年３月３１日)

欠 損 余 金 合 計
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　　については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

      引当金を4,913,136円取り崩す予定である。

   (1)　当年度において期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を支給するため、賞与等

Ⅳ　その他

　１　引当金の取崩

　　　リース料総額が300万円以上の所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた

　　会計処理によっている。

    一般会計が負担すると見込まれる額は1,283,867,107円である。

Ⅲ　リース契約に関する注記

　１　地方公営企業法施行規則第55条に規定するリース会計に係る特例を適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち

   (3)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上する。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

      ることになっているため、退職給付引当金は計上していない。

   (2)　賞与等引当金

　　　　職員の期末手当、勤勉手当及び法定福利費等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

      負担に属する額を計上する。

　　      ソフトウェア　　　　　　　　　 5年

　２　引当金の計上方法

   (1)　退職給付引当金

        職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計がその全部を負担す

　 (3)　リース資産

　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

　　　　　工具・器具及び備品　　　 4年～15年

　 (2)　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

        ・主な耐用年数

　　      建物　　　　　　　　　　10年～50年

　　      構築物　　　　　　　　　40年～60年

　　      機械及び装置　　　　　　 6年～20年

　　　　　車両運搬具　　　　　　　 4年～ 5年

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。
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(単位：円)

1   営    業    収    益

(1) 給 水 収 益 193,033,724

(2) そ の 他 営 業 収 益 874,000 193,907,724

2   営    業    費    用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 54,050,430

(2) 配 水 及 び 給 水 費 28,265,402

(3) 総 係 費 30,346,669

(4) 減 価 償 却 費 236,580,488

(5) 資 産 減 耗 費 1,603,467 350,846,456

   営　　　業　　　損　　　失 156,938,732

3   営   業   外   収   益

(1) 他 会 計 補 助 金 96,202,594

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 66,836,977

(3) 雑 収 益 2,728 163,042,299

4   営   業   外   費   用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 29,088,389

(2) 雑 支 出 528,629 29,617,018 133,425,281

   経        常       損        失 23,513,451

  当    年    度    純    損    失 23,513,451

  前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 63,073,981

  当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 39,560,530

令和７年度 邑南町水道事業予定損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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(単位：円)

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1  固     定     資     産

(1)有 形 固 定 資 産

イ 土 地 44,736,349

ロ 建 物 470,588,699

減 価 償 却 累 計 額 △ 216,309,032 254,279,667

ハ 構 築 物 10,054,719,309

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,622,995,567 4,431,723,742

ニ 機 械 及 び 装 置 2,765,380,942

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,250,303,359 515,077,583

ホ 車 両 運 搬 具 1,004,834

減 価 償 却 累 計 額 △ 954,590 50,244

へ 工具･器具及び備品 2,156,777

減 価 償 却 累 計 額 △ 207,154 1,949,623

ト リ ー ス 資 産 3,700,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 416,250 3,283,750

チ 建 設 仮 勘 定 411,286,224

有 形 固 定 資 産 合 計 5,662,387,182

(2)無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ ェ ア 74,815,609

無 形 固 定 資 産 合 計 74,815,609

固  定  資  産  合  計 5,737,202,791

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 239,444,637

(2) 未 収 金 35,485,000

貸 倒 引 当 金 △ 96,050 35,388,950

流  動  資  産  合  計 274,833,587

資    産    合    計 6,012,036,378

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 2,102,984,486 2,102,984,486

(2) リ ー ス 債 務 1,882,534

固  定  負  債  合  計 2,104,867,020

4  流     動     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源 228,001,011

に充てるための企業債 228,001,011

(2) リ ー ス 債 務 815,870

(3) 未 払 金 121,100,000

(4) 引 当 金

イ 賞 与 等 引 当 金 4,913,136

引  当  金  合  計 4,913,136

(5) 預 り 金 1,400,000

流  動  負  債  合  計 356,230,017

5  繰     延     収     益

(1) 長 期 前 受 金 3,534,703,403

収 益 化 累 計 額 △ 1,598,695,083

(2) 建設仮勘定長期前受金 123,423,867

繰  延  収  益  合  計 2,059,432,187

負    債    合    計 4,520,529,224

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

6  資      本      金

(1) 資 本 金 1,451,284,500

資   本   金   合   計 1,451,284,500

7  剰      余      金

(1)資  本  剰  余  金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 590,180

ロ 国 庫 補 助 金 71,944

資 本 剰 余 金 合 計 662,124

(2)利  益  剰  余  金

イ 当年度未処分利益剰余金 39,560,530

39,560,530

剰   余   金   合   計 40,222,654

資    本    合    計 1,491,507,154

負  債  資  本  合  計 6,012,036,378

 令和７年度 邑南町水道事業予定貸借対照表

(令和８年３月３１日)

利 益 剰 余 金 合 計

- 12 -


